
医 第 1519号

令和 2年 3月 31日

富 山 県 医 師 会 長

富山県歯科医師会長
様

富山県厚生部長

医療法施行規則第 1条の14第 7項第 1号及び第 2号に規定する

診療所に係る取扱要領の改正について

良質な医療を提供する体制の確保を図るための医療法等の一部を改正する法

律 (平成18年法律第84号)に よる医療法の一部改正 (平成 19年 1月 1日 施行 )

により、厚生労働省令で定める場合には、県知事の許可を要しないで診療所に

病床が設置できることとされているところですが、今般、本県における取扱い

に係る要領を別添のとおり改正しましたので、会員への周知をお願いします。

なお、各病院長へは別途通知済みです

〔
同要領は、富山県厚生部医務課のホームページにも掲載 してお ります。

URL ;  http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1204/index.html 〕

(事務担当 :医務課医療政策班 )



医療法施行規貝ll第 1条の14第 7項第 1号及び第 2 号に規定する診療所に係る取扱要領 新旧対照表

医療法施行規則第 1条の14第 7項第 1号から第 3号までに規定す

る診療所に係る取扱要領

(趣旨)

第 1条 この要領は、医療法施行規則 (昭和23年厚生省令第50号 )
第 1条の14第 7項第 1号から第 3号までに規定する診療所 (以下
「病床設置届出診療所」という。)と して医療法 (昭和23年法律
第205号)第30条の4第 1項の規定に基づく新富山県医療計画 (以
下 喉 療計画 |ル いう̂ )に記哉する について必要な事項
を定める。

(病床設置届出診療所の基準)

第 2条 病床設置届出診療所として医療計画に記載する診療所は、
次のいずれかに該当する診療所とする。

(1)居宅等における医療の提供の推進のために必要な診療所
(2)へき地に設置される診療所
(3)小児医療を担う診療所
(4)周産期医療を担う診療所
(5)前各号に掲げるもののほか、地域において良質かつ適切な医
療が提供されるために特に必要な診療所
2 前項に定める診療所の適合基準は、別表第 1の とおりとする。

医療法施行規則第 1条の14第 7項第 1号及び第 2号に規定する診

療所に係る取扱要領

(趣旨)

第 1条 この要領は、医療法施行規則 (昭和23年厚生省令第50号 )
第 1条の14第 7項第 1号及び第 2号に規定する診療所 (以下「病
床設置届出診療所」という。)における療養病床又は一般病床の
設置に係る手続等について必要な事項を定める。

(病床設置届出診療所の基準)

第 2条 病床設置届出診療所として認める診療所は、次のいずれか
に該当する診療所とする。

(1)医療法 (昭和23年法律第205号)第30条の 7第 2項第 2号に
掲げる医療の提供の推進のために必要な診療所その他の地域
包括ケアシステム (地域における医療及び介護の総合的な確保
の促進に関する法律 (平成元年法律第64号)第 2条第 1項に規
定する地域包括ケアシステムをいう。)の構築のために必要な
診療所

(2)へき地医療を担う診療所
(3)小児医療を担う診療所
(4)周産期医療を担う診療所

(5)救急医療を担う診療所
(Ω)前各号に掲げるもののほか、地域において良質かつ適切な医
療が提供されるために特に必要な診療所

現行 改正案 備考
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(事前協議)

第 3条 前条第 1項各号に定める診療所に一般病床を設置又は増
床しようとする開設者又は開設予定者 (以下「開設者等」という。)
は、当該診療所が病床設置届出診療所に該当するか否かについて

協議するため、事前協議申出書 (様式第 1号)を開設地を所管す
る厚生センター所長又は保健所長を経由して知事に提出するも
のとする。

2 知事は、前項の申出書が提出されたときは、富山県医療審議会
の意見を聴いて、病床設置届出診療所に該当するか否かを決定

し、その結果を開設者等に通知するものとする。

(医療計画への記載)

第 4条 知事は、前条第 2項の規定により病床設置届出診療所に該
当すると決定した診療所の開設者から一般病床の設置又は増床

の届出がされた後、速やかに、その名称、所在地等を医療計画に

記量立登ものとする。
2 前項の医療計画への記載は、宮山県厚生部医務課のホームペー
ジに掲裁する とに り行うものとする。

(診療所の運営変更)

第 5条 隻 3条第 2項の規定により病床設置届出診療所に該当す
ると決定された診療所の開設者等は、一般病床の設置又は増床の

届出を行う前に第 3条第 1項の規定により提出した申出書の記
載事項を変更しようとするときは、その旨を知事に報告し、その

指示を受けるものとする。

(報告)
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2 前項に定める診療所の適合基準は、別表第 1の とおりとする。

(事前協議)

第 3条 前条第 1項各号に定める診療所に療養病床又は一般病床
を設置又は増床しようとする開設者又は開設予定者 (以下「開設

者等」という。)は、当該診療所が病床設置届出診療所に該当す
るか否かについて協議するため、事前協議申出書 (様式第 1号 )
を開設地を所管する厚生センター所長又は保健所長を経由して

知事に提出するものとする。

2 知事は、前項の申出書が提出されたときは、地域医療構想調整
会議の協議を経たうえで、富山県医療審議会の意見を聴いて、病

床設置届出診療所に該当するか否かを決定し、その結果を開設者

等に通知するものとする。

削る

(診療所の運営変更)

第 4条 並条第 2項の規定により病床設置届出診療所に該当する
と決定された診療所の開設者等は、療養病床又は一般病床の設置

又は増床の届出を行う前に前条第 1項の規定により提出した申

出書の記載事項を変更しようとするときは、その旨を知事に報告

し、その指示を受けるものとする。

(報告)



第 6条 第 3条第 2項の規定により病床設置届出診療所に該当す
ると決定され、一般病床の設置又は増床の届出を行った診療所の
開設者は、毎年4月 に、別表第 2に定める事項を知事に報告する
ものとする。
2 知事は、前項の規定による報告を受けたときは、その内容を富
山県医療審議会に報告するものとする。

(指導)

第 7条 知事は、第 3条第 2項の規定により病床設置届出診療所に
該当すると決定された診療所が本制度の趣旨に基づき適切に運
営されているかどうかを把握し、必要に応じて指導を行うものと
する。この場合において、当該診療所が決定された基準に該当し
ないものと認められたときは、当該診療所の開設者に対し病床を
廃止するよう指導するものとする。

(医療計画からの削除)

第 8条 知茎は、次に掲Iヴる場合には、富山県医療審議会の意見を
聴力≧ずに、病床設置届出診療所として医療計画に記載された診療
所の名称等を削除できるものとする。

(1)病床設置届出診療所として医療計画に記載された診療所の開
設者から記載削除の申出があつたとき。

(2)病床設置届出診療所として医療計画に記載された診療所が廃
止されたとき。
2 生□室 l士 節工百の十日″とこよ均 云ヽ の 肖II除か行 つたと共

は、その内容 宮山県医療審議会に報告す ものとする。

附 則

この要領は、平成22年 7月 20日 から施行する。

第 5条 第 3条第 2項の規定により病床設置届出診療所に該当す
ると決定され、療養病床又は一般病床の設置又は増床の届出を行
つた診療所の開設者は、毎年 4月 に、別表第 2に定める事項を知
事に報告するものとする。
2 同左

(指導)

第 6条 同左

削 る

附 則

この要領は、令和 2年 3 月30日 から施行する6
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別表第 1(第 2条関係) 別表第 1(第 2条関係)
区分 適合基準

第 2条第 1

項第 1号

在宅療養支援診療所の施設基準に係る届出を行つ

ているか、又は基準適用後に届出を行豊ことを確

約する診療所であること。

第 2条第 1

項第 2号

新富山県医療計画において、無医地区又は無医地

区に準じる地区とされた地区に設置する診療所で

あること。

区分 適合基準

第 2条第 1

項第 1号

次のいずれかの機能を有する診療所であること。

在宅療養支援診療所の機能 (訪問診療の実施)

急変時の入院患者の受入機能 (年間 6件以上)

常時対応できる機能

生 他の急 l生期医療を担う病院の一般病棟からの

丘 当該診療所内において看取りを行う機能
全 全身麻酔、脊椎麻酔、硬膜外麻酔又は伝達麻
酔 (手術を実施した場合に限る。)を実施する

間30件以上)

二 病院からの早期退院患者の在宅・介護施設ヘ
の受渡機能

１

一

２

一

３

一
魚者か らの電話等による問い合わせに対 し、

場合を除くハ)機能 (年にお 室怖す

の 1割以 L)号 入れ 狩行 う構能 (

ヤ` て(今士写ヨ

第 2条第 1

項第 2号

富山県医療計画において、無医地区又は無医地区

に準じる地区とされた地区に設置する診療所であ

ること。
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第 2条第 1

項第 3号

次のすべての条件を満たす診療所であること。

1 小児科又は小児外科を標榜すること。
2 小児の入院医療を行うこと。
3 社団法人日本小児科学会又は日本小児外科学
会が認定する小児科専門医又は小児外科専門医

が常勤していること。

第 2条第 1

項第 4号

次のすべての条件を満たす診療所であること。

1 産科又は産婦人科を標榜すること。
2 分娩を取り扱うこと。
3 社団法人日本産科婦人科学会が認定する産婦
人科専門医が常勤していること。

第 2条第 1

項第 5号

地域において良質かつ適切な医療が提供されるた

めに特に必要であると富山県医療審議会が認めた

診療所であること。

第 2条第 1

項第 3号

次のすべての条件を満たす診療所であること。

1 同左
2 同左
3 公益社団法人日本小児科学会又は特定非営利
活動法人日本小児外科学会が認定する小児科専

門医又は小児外科専門医が常勤していること

第 2条第 1

項第 4号

次のすべての条件を満たす診療所であること。

1 同左
2 同左
3 公益社団法人日本産科婦人科学会が認定する
産婦人科専門医が常勤していること。

第 2条第 1

項第 5号

救且疸院等を定める省令 (昭和39年 2月 20日

厚生省令第 8号)に基づく救急診療所として知

皇 一B費社団法人日本救急医学会が認定する救急
中 勤していること。

救急科を標榜すること。１

一

２

一

す診療所であることぃ

滴用後に認市力号 ,することを確約することハ

事の認定を受け告示されていること、又は基準

次のすべての条件升満

第 2条第 1

項第 6号

同左
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別表第2(第 6 関係) 別表第 2 5 関係 )

区分 報告事項 報告書様式

第 2条第 1

項第 1号

東海北陸厚生局長あてに提出し

た直近の在宅療養支援診療所に

係る報告書の写し

様式第 2号

区分 報告事項 報告書様式

第 2条第 1

項第 1号

病床設置届出診療所として認め

られる機能に応じた、次に関する

事項

ュ 前年度の訪問診療の実施件
数

皇 前年度の急変時の入院患者
の受入件数

3 患者からの電話等による問
い合わせに対し、常時対応でき

る体制

生 前年度の他の急 l生期医療を
担う病院の一般病棟からの受

入れ件数

二 前年度の当該診療所内にお
ける看取り件数

n 前年度の全身麻酔、脊椎麻
酔、硬膜外麻酔又は伝達麻酔

(手術を実施した場合に限

る。)の実施件数 (分娩におい

て実施する場合を除く。)

7 前年度の病院からの早期退

様式第 2号
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第 2条第 1

項第 2号

前年度の入院患者延数

第 2条第 1

項第 3号

前年度の小児科に係る入院患者

延数

第 2条第 1

項第 4号

前年度の分娩取扱件数

第 2条第 1

項第 5号

富山県医療審議会において定め

る事項

渡件教

第 2条第 1

項第 2号

同左

第 2条第 1

項第 3号

同左

第 2条第 1

項第 4号

同左

第 2条第 1

項第 5号

生 前年度の診療時間外の受診
患者教 (時間外加算、深夜加算

又は休日加算を算定した者の

数)

2 前年度の救急自動車による
搬送者数

第 2条第 1

項第 6号

同左

備考 前年度とは、第 6条第 1項の規定により知事に報告を行う
日が属する年の前年の4月 1日から報告を行う日が属する
年の3月 31日 までとする。

備考 前年度とは、第 5条第 1項の規定により知事に報告を行う
日が属する年の前年の4月 1日 から報告を行う日が属する

年の3月 31日 までとする。
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様式第 1号 (第 3条関係)

宮山永知事

事前協議申出書

住所

開設 (予定)を

年 月 日

晨

氏名               印

随 ↑婚森孟患|これ雲寿Я重落賢写厨

在

〕

電雷番号

次の鬱藤所について一般痛床を設置 (増床)したいので、医療法施行規則第 1条の14

第7項第 1号から第3号までに規定する鬱療所に係る取扱要傾 (以下「要傾Jと いう。)
第3条第 1項の規定により亭前協議を申し出ます。
かり
'1な

1 い俵所の(予定)名4

所在地2 田段(予定〉
のう所

tX謗

3 要領第 2祭第 1項に定
める区分

(腋当番号にO印 )

(1)を宅等における医縦の趣後のれとのために必要′
=移
療所

(2)へき地に段置される0療所

(3)イ 児ヽ医線を担う移露所

(4)周道朗医療を担う麟様所

o前 を号に持げるもののほか、増蟷において良質かつ迪コ′r医療が提
供されるために中に必要な鬱療所

4 B凛科目

6 政ほ又は増床しようと
する一般窮床の粛床徴

用室番号 痢床徴 床面積 l麻当たり

の面積

騎接す る

廊下の幅

中廊下

片廊下

6 窮との書造■要

医師 号E師 4を重師 番彗相駒を そのlL 叶

7 控舞を定員 (人 )
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様武第1号 (第 3条関係)

宮山県知事

事前協議申出を

住所

開設 (予定)を

年 月 日
康

氏名               印

辟 垢姦こみEゝ壷を岳菫芝憂写冨

在

〕

翻 号

次の議療所について 〈療養・一般)病床を設置 (増床)したいので、医療法施行規則
第 1条の14第 7項第 1号及び第 2号に規定する鬱療所に係る取扱要領 (以下「要傾」
という。)第 3条第 1項の規定により事前協議を申し出ます。
ふりがな

1 と森所の(予定)名称

所在地2 開段(予定〉
の尋所

二日踏 号

3 要領第 2条第 1項に定
める区分

(瞭当番号にO印〕

(1)医 療法第 30年の7第 2項常2号に亀げる医療の岳供の樟とのため

に必要な酵療所そJ,他の地域担括ケアンステムの標襲のために必

要な腺 所

(2)べき地丘
―
と俵所

(3)小児隠 を担う勝僚所

(4)月道朗医森を担う移俵所

(3)救急医療を担う移擦所

0前 与号に毎げるもののほか、地域において良質かつ道コな医家が提
供されるために■に必要なと僚所

4 鬱撲科目

S 徹■叉は電床しようと
する窮床歳

痢主番号 痢床蛍 床百嶺 1床当た,

の面積

騎接する

廊下のほ

中廊下

片廊下

6 用室の棒造嶺要



8 い歳に健卒する医師の
氏名、担当いな協 、いa
R及びい凛時同

峯務9 他に開段して
いる窮麒 はB
歳所 所在地

10 開段 (予定)年月 日

11 -歳窮床の段■又は増
床予定■月日

12 中出に儡ると森詢 1、 どのように亀増にとつて良質かつ遭tコな医療を豊供していくのかを記0し
てくださし、

医師 号E節 冊 霞毎 号霞相駒を その他 計
7 佐れを定員 (人〕

8 と職に従事十るE"の
氏名、担当じ縮 、とa
日及びい裁時間

名幣9 他に開段して
いるれ院ヌはい

震所 所在地

10 開段 (予定)年月日

11 虜床の段置又は増床予

定年月日

12 申出にいるけ筋 が、どのようにお増にとって良質かつ道切な医療を提供していくのかを配tし
てくださいヽ.
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添付蘭

O 都市臣節会との日と内奉等について記載した0顕 (医
"会
のは見書等)

の 開段寺オ=臨床研修等停T医師又はL床確 韓 了俯 E"であるときは、履凪各及
…

了

―
の写し叉は免許屋の写し (開

― 医師滋 〈昭和
23-201号 )第 7条の2第 1項の規定に

よる厚生鸞敵 巨の碕令スは昔帯医師渉 (昭和23年-202号 )第 ケ条の2第 1項の規定による厚生
″慟大臣輪 令七受けた各てある始 働 つては、再歓育研幹 7豊に の写しも静廿すること。)
0 田段tが法人であるときは、定よ、守付行為五び登E事項雇羽書 (新たに設立した医療濃人で量記
未TのB合には、投立B可との写し)
① 項目3において「(1)を宅与における医機の毎機のれとのために必要なと霞所Jを週択すると合に
は、重湛Jヒ睦暉生局へ怪出した在報 鍵支担と凄所の範置と単に保る層出喜の写し又は当麟屈出を行

Ⅲ
'の
とれな どエ

ー
ヽ

⑤ 項目8ヽおいて「(3)小児医療を担うと象所J叉は「(4)周車閉医療を担うと森所」を週択すると
合には、標勝 鎌将に係る専門医のB定を圧する摘

Ω 出 珂日の見取ロ

Ω 聯 り配置四及び早西口 (各室の用進を示し、各崩室の定員及び― る磨下幅t明示したもの)
Ω その他◆考となる船  (任意に提出してください。〕

添幅

O 都市E"会との口圭内専等について記0した書類 (医師会の意見春等)
の 関段をが出床軒停等停了医師又は聴床硝 確 了昔料匠

"で
あるとき,と、■腫書及び由床-7

螢 この写し又ti免許屋の写し (開臓神 医師濃 〈昭和23年-201号 )第 7条の2第 ■項の規定に
よる厚生貯Ⅲ大巨のぬ令又は古斜医毎法 (昭和掛年蜂 毎202号)毎 7条の2第 1項の規定による厚生
労働大巨の命令と受けたをである●合にあっては、再教育研停停7豊醒 の写しもお付すること。)
① 田段古が法人であるとき,■、鯨 、守付行為及び登E事項雇明0(新たに設立した医療と人で登記
未了のB合には、段立B可書の写し)
O 項目8において「(1)医憲法第30条の7第 2項鉢2号に掲げる医家の健供の推進のためにき要な移
取前その色の地域tl括ケアシステムの長出のために必要なと森所Jを週択するう合には、お合芸増に
定める機悩 ごとに、通合き阜を清たす ことをこす るI料

O項 目3において「(a)小児医歳セ担うと療所」又は「(4)周壼朗医療と担うと森所」を週択するう
合には、観碑 擦料に係ろ専門医のBたと正する摘

0 項目3において「(S〕 技急医穣を但うと喜所Jを選択する尋きには、牧急病院等をためる省令に基
づく故患鬱療所のB雄 又は当麟届出B定を受ける旨の強約春 〈任意様式,及び故急科に係る導円医
のXtを証する喜衝

Ω 競 周囲の見取田
Q 酌 の配置口及び平面田 (各室の用途を示し、各痢宝のた員及び隣接する畠下幅を明示したもの,
Ω その他→をとなる責科 (任章に提出してください。)
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韓
=常
2骨 (第 6条関係)

宮山凩知事

年 月 日

様式第2号 (第 5条関係)

富山県知事

年 月 日

段
殿

お僚所名務

開段守氏名 印

砂療所名称

開段を氏名 印

〔壼患|:R曇二法と着食写寄称〕 〔笠よ|:農曇I撼注落食写寄称〕
医雲法造行規口l第 1条のH第 7項第1号から第3号ま【ド規定するお療所
に係る韓 要簡 6条の規定に基づく報告について

このことについて、次のとおり報告します。

医蕪法拍行規則第 1条の14第 7項第 1号及び第2号に規定する参森所に係
る取級要傾第5条の規定に基づく報告について

このことについて、次のとおり報告します。

区 分
(麟当番号にO印 )

ほ曽事項

(1)E宅等における医償の3儀

堕 のために必要ないは所

B二ふ fBH:■ rオー ぬ―

●復所に侵る観告書Jの写しをと付

② へど4阻 艶 φ 筋 前年直 (  年 4月 l日 か ら  年 3月 31Bま で)の入鵬 を睡敬

入

(3)小児隠 と楓う― 前強  ( 年 4月 1日 から
外帯にいる入磯B機

年 3月 31Bま で)の小児科ヌは小児

入

(0周H鶏医at担 うい森所 前年度 (  年4月 1日 から  年 3月 31日 まで)の分― 障
件

(6)●各号に掲げるもののほ

か、犠 において良質かつ遍

口な医車が豊供されるために

'に
と要ないa所

区 分
(腋当番号にO印 ) ほ告事項

(1)医 涙法第3む彙の 7第 2項節

2号に掲げる医撲の提供の強

とのために必要な滲僚所その

急の地域色括ケアシステムの

構おのためにと要ない森所

君床設置居出砂僚所 としてBめ られた機催に応 し、次のいずれかの項

旦

1  前年魔 1  年 ■月 1日 から  年 3月 81日 まで,T,訪間む凄
の英祐件敬                      件

2  前年慶
`  
年 二月 lRか ら  年 3月 31日 まで)のな変時

の入院患者の投入件強                 人

3  8を か らのt廷等に よる問い合わせに対し、常時対応できる
体Bl

Ⅲ  前年慶 t  年 4月 1日 から  年 3月 31日 まで)の他のな性
翔医療を担 う嘉院の―般朝犠か らの受入れ件散      人
S  前年度 (  年 4月 ュ日から  年 3月 31日 まで)のを取 り

餞                          人

生  前年度 ( 年 4月 1日 から  年 3月 31自 まで)の全身麻
酔、守ほ岸 m!、 硬康外麻酔又は伝速麻酔 (■桁 を典描 した4合
に限るこ)の其落件敷 (分機において実施するB合を!森く。〕

人

'  
前年度 (  年 4月 1日 から  年 8月 31日 まで)の用睫か ら

(2)へとぃ 所 前年度 (  年 4月 1日 か ら 年 8月 31日 まで,の入院患考廷監

人
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(9′卜児磁 を担う憶 所 前狙  ( 年 4月 二日から
外群に標る八院患を強

午 8月 31日 まで)の小児射又は小児

人

(0月菫翔医森を機うと森所
前年度 ( 年4月 1日 から  年8月 3ユ ロまで)の分― 件監

仲

(5)母亀:=薄と>ユロヽ とと再

前年度 (  年4月 1日 から  年3月 31日 淳|で)の観 時間外の受
じ患を強 (時麗外加算、漂夜加算又は休日畑算を算とした者の監)

倖

前年度 〈  年4月 1日 から  竿8丹 31日 まで)の鐘羞會酌事によ
聾

伴

③ 首各号に掲げるもののほ

か、競 において良質おつ道

切な医療が提供されるために

体 医 な歯 所
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医療法施行規則第 1条の14第 フ項第 1号及び第 2号に規定ずる診療所に係る

取扱要領

(趣旨)

第 1条  この要領は、医療法施行規則 (昭和23年厚生省令第50号)第 1条の14第 7項第 1号
及び第 2号に規定する診療所 (以下 「病床設置届出診療所」とい う。)における療養病床
又は一般病床の設置又は増床に係る手続等について必要な事項を定める。

(病床設置届出診療所の基準)

第 2条 病床設置届出診療所として認める診療所は、次のいずれかに該当する診療所 とする。
(1)医療法 (昭和 23年法律第 205号)第 30条の 7第 2項第 2号に掲げる医療の提供の推

進のために必要な診療所その他の地域包括ケアシステム (地域における医療及び介護の

総合的な確保の促進に関する法律 (平成元年法律第 64号)第 2条第 1項に規定する地
域包括ケアシステムをい う。)の構築のために必要な診療所
(2)へき地医療を担 う診療所

(3)小児医療を担 う診療所

(4)周産期医療を担 う診療所

(5)救急医療を担 う診療所

(6)前各号に掲げるもののほか、地域において良質かつ適切な医療が提供されるために特

に必要な診療所

2 前項に定める診療所の適合基準は、別表第 1の とお りとする。

(事前協議)

第 3条 前条第 1項各号に定める診療所に療養病床又は一般病床を設置又は増床しようと
する開設者又は開設予定者 (以下「開設者等」という。)は、当該診療所が病床設置届出
診療所に該当するか否かについて協議するため、事前協議申出書 (様式第 1号)を開設地

を所管する厚生センター所長又は保健所長を経由して知事に提出するものとする。

2 知事は、前項の申出書が提出されたときは、地域医療構想調整会議の協議を経たうえで、
富山県医療審議会の意見を聴いて、病床設置届出診療所に該当するか否かを決定し、その

結果を開設者等に通知するものとする。

(診療所の運営変更)

第 4条 前条第 2項の規定により病床設置届出診療所に該当すると決定された診療所の開
設者等は、療養病床又は一般病床の設置又は増床の届出を行 う前に前条第 1項の規定によ

り提出した申出書の記載事項を変更 しようとするときは、その旨を知事に報告 し、その指

示を受けるものとする。

(報告)

第 5条 第 3条第 2項の規定により病床設置届出診療所に該当すると決定され、療養病床又



は一般病床の設置又は増床の届出を行った診療所の開設者は、毎年 4月 に、別表第 2に定

める事項を知事に報告するものとする。

2 知事は、前項の規定による報告を受けたときは、その内容を富山県医療審議会に報告す
るものとする。

(指導)

第 6条 知事は、第 3条第 2項の規定により病床設置届出診療所に該当すると決定された診
療所が本制度の趣旨に基づき適切に運営されているかどうかを把握し、必要に応じて指導

を行 うものとする。この場合において、当該診療所が決定された基準に該当しないものと

認められたときは、当該診療所の開設者に対し病床を廃止するよう指導するものとする。

附 則
この要領は、平成22年 7月 20日 から施行する。

附 則
この要領は、令和 2年 3月 30日 から施行する。



別表第 1(第 2条関係 )

第 2条第 1項第 6号

第 2条第 1項第 5号

第 2条第 1項第 4号

第 2条第 1項第 3号

第 2条第 1項第 2号

第 2条第 1項第 1号

区分

地域において良質かつ適切な医療が提供されるために特に必要で

あると富山県医療審議会が認めた診療所であること。

次のすべての条件を満たす診療所であること。

1 救急科を標榜すること。
2 救急病院等を定める省令 (昭和 39年 2月 20日 厚生省令第 8
号)に基づく救急診療所として知事の認定を受け告示されてい

ること、又は基準適用後に認定を受けることを確約すること。

3 -般 社団法人 日本救急医学会が認定する救急科専門医が常勤
していること。

次のすべての条件を満たす診療所であること。

1 産科又は産婦人科を標榜すること。
2 分娩を取り扱 うこと。
3 公益社団法人日本産科婦人科学会が認定する産婦人科専門医
が常勤していること。

次のすべての条件を満たす診療所であること。

1 小児科又は小児外科を標榜すること。
2 小児の入院医療を行 うこと。
3 公益社団法人 日本小児科学会又は特定非営利活動法人 日本小
児外科学会が認定する小児科専門医又は小児外科専門医が常勤

していること。

富山県医療計画において、無医地区又は無医地区に準 じる地区と

された地区に設置する診療所であること。

次のいずれかの機能を有する診療所であること。

1 在宅療養支援診療所の機能 (訪問診療の実施 )
2 急変時の入院忠者の受入機能 (年間 6件以上)
3 忠者からの電話等による問い合わせに対し、常時対応できる
機能

4 他の急性期医療を担 う病院の一般病棟からの受入れを行 う機
能 (入院忠者の 1割以上)

5 当該診療所内において看取 りを行 う機能
6 全身麻酔、脊椎麻酔、硬膜外麻酔又は伝達麻酔 (手術を実施
した場合に限る。)を実施する (分娩において実施する場合を除

く。)機能 (年間 30件以上 )
7 病院からの早期退院患者の在宅・介護施設への受渡機能

適合基準



第 2条第 1項第 6号

第 2条第 1項第 5号

第 2条第 1項第 4号

第 2条第 1項第 3号

第 2条第 1項第 2号

第 2条第 1項第 1号

区分

富山県医療審議会において定める事項

1 前年度の診療時間外の受診患者数 (時間外加
算、深夜加算又は休 日加算を算定 した者の数 )

2 前年度の救急 自動車による搬送者数

前年度の分娩取扱件数

前年度の小児科に係る入院忠者延数

前年度の入院忠者延数

病床設置届出診療所 として認められる機能に応

じた、次に関する事項

1 前年度の訪問診療の実施件数
2 前年度の急変時の入院忠者の受入件数
3 患者からの電話等による問い合わせに対し、
常時対応できる体制

4 前年度の他の急性期医療を担 う病院の一般
病棟からの受入れ件数

5 前年度の当該診療所内における看取 り件数
6 前年度の全身麻酔、脊椎麻酔、硬膜外麻酔又
は伝達麻酔 (手術を実施 した場合に限る。)の
実施件数 (分娩において実施する場合を除く。)

7 前年度の病院からの早期退院忠者の在宅 。介
護施設への受渡件数

報告事項

様式第 2号

報告書様式

別表第 2(第 5条関係 )

備考 前年度とは、第 5条第 1項の規定により知事に報告を行 う日が属する年の前年の 4月
1日 から報告を行う日が属する年の3月 31日 までとする。



様式第 1号 (第 3条関係 )

富山県知事

事前協議申出書

住所

開設 (予定)者

年 月 日

殿

氏名               印

監 ↑婚象晶恐 |こ決雲暮え買密密忠邸

在

〕

電話番号

次の診療所について (療養 。一般)病床を設置 (増床)したいので、医療法施行規則

第 1条の14第 7項第 1号及び第 2号に規定する診療所に係る取扱要領 (以下「要領」

という。)第 3条第 1項の規定により事前協議を申し出ます。

2 開設 (予定)
の場所

6 病室の構造概要

5 設置又は増床 しようと

する病床数

4 診療科目

3 要領第 2条第 1項に定
める区分

(該当番号にO印 )

電話番号

所在地

1 診療所の (予定)名称

ふりがな

病室番号 病床数 床面積 1床当たり

の面積

隣接する

廊下の幅

中廊下

片廊下

(1)医療法第 30条の 7第 2項第 2号に掲げる医療の提供の推進のため

に必要な診療所その他の地域包括ケアシステムの構築のために必

要な診療所

(2)へき地医療を担 う診療所

(3)小児医療を担 う診療所

(4)周産期医療を担 う診療所

(5)救急医療を担 う診療所

(6)前各号に掲げるもののほか、地域において良質かつ適切な医療が提

供されるために特に必要な診療所



9 他に開設 して
いる病院又は診

療所

11 病床の設置又は増床予

定年月日

10 開設 (予定)年月日

所在地

名称

8 診療に従事する医師の

氏名、担当診療科名、診療

日及び診療時間

7 従業者定員 (人 )
医師 看護師 准看護師 看護補助者 その他

12 申出に係る診療所が、どのように地域にとつて良質かつ適切な医療を提供していくのかを記載し

てください。

計



添付書類

① 都市医師会との調整内容等について記載した書類 (医師会の意見書等)
② 開設者が臨床研修等修了医師又は臨床研修等修了歯科医師であるときは、履歴書及び臨床研修修了
登録証の写し又は免許証の写し (開設者が医師法 (昭和23年法律第201号)第 7条の 2第 1項の規定に

よる厚生労働大臣の命令又は歯科医師法 (昭和23年法律第202号)第 7条の 2第 1項の規定による厚生

労働大臣の命令を受けた者である場合にあつては、再教育研修修了登録証の写しも添付すること。)

③ 開設者が法人であるときは、定款、寄付行為及び登記事項証明書 (新たに設立した医療法人で登記
未了の場合には、設立認可書の写し)

④ 項目3において「(1)医療法第30条の 7第 2項第 2号に掲げる医療の提供の推進のために必要な診
療所その他の地域包括ケアシステムの構築のために必要な診療所」を選択する場合には、適合基準に

定める機能ごとに、適合基準を満たすことを証する資料

⑤ 項目3において「(3)河 児ヽ医療を担う診療所」又は「(4)周産期医療を担う診療所」を選択する場
合には、標榜診療科に係る専門医の認定を証する書類

⑥ 項目3において「(5)救急医療を担う診療所」を選択する場合には、救急病院等を定める省令に基
づく救急診療所の認定書又は当該届出認定を受ける旨の確約書 (任意様式)及び救急科に係る専門医

の認定を証する書類

⑦ 敷地周囲の見取図
③ 建物の配置図及び平面図 (各室の用途を示し、各病室の定員及び隣接する廊下幅を明示したもの)
⑨ その他参考となる資料 (任意に提出してください。)



様式第 2号 (第 5条関係)

富山県知事

年 月 日

殿

診療所名称

開設者氏名
同
ド
匠
ト

ζ箋留:農異暮伝農芝食忠争
称〕

医療法施行規則第 1条の14第 7項第 1号及び第 2号に規定する診療所に係

る取扱要領第 5条の規定に基づく報告について

このことについて、次のとお り報告 します。

(2)へき地医療を担 う診療所

(1)医療法第30条の 7第 2項第

2号に掲げる医療の提供の推

進のために必要な診療所その

他の地域包括ケアシステムの

構築のために必要な診療所

区 分
(該当番号にO印 )

前年度 (  年 4月 1日 から 年 3月 31日 まで)の入院患者延数

人

病床設置届出診療所 として認められた機能に応 じ、次のいずれかの項

目

1  前年度 (  年 4月 1日 から  年 3月 31日 まで)の訪問診療
の実施件数 件

2  前年度 (  年4月 1日 から  年 3月 31日 まで)の急変時
の入院患者の受入件数 人

3  患者からの電話等による問い合わせに対し、常時対応できる

体制

4  前年度 (  年 4月 1日 から  年 3月 31日 まで)の他の急性

期医療を担う病院の一般病棟からの受入れ件数 人

5  前年度 (  年 4月 1日 から  年 3月 31日 まで)の看取り

件数 人

6  前年度 (  年 4月 1日 から  年 3月 31日 まで)の全身麻

酔、脊椎麻酔、硬膜外麻酔又は伝達麻酔 (手術を実施した場合

に限る。)の実施件数 (分娩において実施する場合を除く。)

人

7  前年度 (  年 4月 1日 から  年 3月 31日 まで)の病院から
の早期退院息者の在宅・介護施設への受渡件数 人

報告事項



(6)前各号に掲げるもののほ

か、地域において良質かつ適

切な医療が提供されるために

特に必要な診療所

(5)救急医療を担 う診療所

(4)周産期医療を担う診療所

(3)小児医療を担 う診療所

前年度 (  年 4月 1日 から  年 3月 31日 まで)の診療時間外の受
診息者数 (時間外加算、深夜加算又は休日加算を算定した者の数 )

件

前年度 (  年4月 1日 から
る搬送者数

年 3月 31日 まで)の救急自動車によ

件

前年度 (  年4月 1日 から 年 3月 31日 まで)の分娩取扱件数
件

前年度 (  年4月 1日 から
外科に係る入院患者数

年 3月 31日 まで)の小児科又は小児

人




